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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。 

２．第15期及び第16期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、当期純損失のため記載しておりませ

ん。第17期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

３．売上高には消費税等は含まれておりません。 

４．第16期は、決算期変更により平成14年１月１日から平成14年９月30日までの９ヶ月間となっております。 

５．第18期、第19期および第20期は、平成15年11月26日開催の取締役会において、当社の子会社である

Mandarake,USA Inc.の解散を決議いたしました結果、連結対象となる子会社がなくなりましたため記載して

おりません。 

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期 

決算年月 平成13年12月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 

売上高（千円） 3,727,034 3,146,597 4,385,229 － － － 

経常損益（千円） △22,400 △63,592 110,653 － － － 

当期純損益（千円） △84,702 △116,816 6,195 － － － 

純資産額（千円） 2,313,620 2,199,698 2,205,519 － － － 

総資産額（千円） 3,927,749 3,777,696 3,619,090 － － － 

１株当たり純資産額

（円） 
595,526.50 566,202.99 567,701.20 － － － 

１株当たり当期純損

益（円） 
△21,802.48 △30,068.61 1,594.84 － － － 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益

（円） 

－ － － － － － 

自己資本比率（％） 58.90 58.20 60.94 － － － 

自己資本利益率

（％） 
－ － 0.33 － － － 

株価収益率（倍） － － 166.16 － － － 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 

（千円） 

△375,513 △21,792 49,518 － － － 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

（千円） 

△331,603 △76,801 △58,657 － － － 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

（千円） 

43,720 △59,509 △124,438 － － － 

現金及び現金同等物

の期末残高（千円） 
381,523 224,457 90,029 － － － 

従業員数 

[外、平均臨時雇用

者数]（人） 

144 

[142] 

168 

[194] 

164 

[204] 

－ 

[－] 

－ 

[－] 

－ 

[－] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期 

決算年月 平成13年12月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 

売上高（千円） 3,656,360 3,088,365 4,339,394 4,838,037 5,454,882 5,917,884 

経常損益（千円） △24,372 △16,701 106,229 124,102 128,112 165,592 

当期純損益（千円） △86,400 △104,549 22,957 46,679 59,003 71,146 

持分法を適用した場

合の投資利益 

（千円） 

－ － － － － － 

資本金（千円） 804,000 804,000 804,000 804,000 804,000 837,440 

発行済株式総数

（株） 
3,885 3,885 3,885 3,885 3,885 4,020 

純資産額（千円） 2,343,541 2,239,642 2,263,216 2,301,896 2,353,638 2,484,342 

総資産額（千円） 3,947,435 3,801,784 3,673,840 5,532,438 5,653,672 5,987,700 

１株当たり純資産額

（円） 
603,228.10 576,484.60 582,552.39 592,508.71 605,827.08 617,995.52 

１株当たり配当額

(うち１株当たり中

間配当額)（円） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

2,000.00 

(－) 

2,000.00 

(－) 

2,000.00 

(－) 

2,000.00 

(－) 

１株当たり当期純損

益（円） 
△22,239.39 △26,911.13 5,909.25 12,015.19 15,187.44 17,842.63 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益

（円） 

－ － － － 14,921.62 17,797.13 

自己資本比率（％） 59.36 58.91 61.60 41.6 41.63 41.49 

自己資本利益率

（％） 
－ － 1.02 2.05 2.53 2.94 

株価収益率（倍） － － 44.8 49.11 55.7 37.0 

配当性向（％） － － 33.85 16.65 13.17 11.21 

営業活動による 

キャッシュ・フロー

（千円） 

－ － － △211,802 △156,548 49,802 

投資活動による 

キャッシュ・フロー

（千円） 

－ － － △332,057 △302,212 △189,823 

財務活動による 

キャッシュ・フロー

（千円） 

－ － － 1,769,174 △891 197,021 

現金及び現金同等物

の期末残高（千円） 
－ － － 1,314,410 854,834 912,295 

従業員数 

[外、平均臨時雇用

者数]（人） 

141 

[139] 

165 

[190] 

164 

[204] 

178 

[224] 

229 

[214] 

241 

[191] 



２．第15期及び第16期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、当期純損失のため記載しておりませ

ん。 

第17期及び第18期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

３．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。 

４．第16期は、決算期変更により平成14年１月１日から平成14年９月30日までの９ヶ月間となっております。 



２【沿革】 

年月 事項 

昭和62年２月 昭和55年より営業していたまんが古書店まんだらけの発展を期して、東京都中野区中野５丁目52

番15号ブロードウェイビル内に株式会社まんだらけを設立、資本金200万円。 

平成３年12月 まんが古書のカタログ誌「まんだらけ」を発刊 

平成６年３月 東京都渋谷区道玄坂に渋谷店を開店 

平成８年４月 大阪市北区堂山町に大阪店（現うめだ店）を開店 

平成９年４月 東京都世田谷区池尻に「まんだらけ流通センター」を開設 

平成９年７月 渋谷店を同区宇田川町 渋谷ＢＥＡＭ内に移転、拡張オープン 

平成10年12月 まんが古書のカタログ誌を「まんだらけＺＥＮＢＵ」に改称して新創刊 

平成12年３月 福岡市中央区天神に福岡店を開店 

平成12年７月 東京証券取引所マザーズに株式を上場 

平成12年９月 名古屋市中区錦に名古屋店を開店 

平成13年２月 新刊同人誌取扱を開始 

平成13年５月 イタリア ボローニャに「Mandarake Italia Srl.」を設立 

平成13年９月 Mandarake Italia Srl.にて「まんだらけ・イタリア」をボローニャにオープン 

平成14年４月 東京都千代田区外神田に秋葉原店を開店 

平成14年12月 大阪市浪速区日本橋になんば店を開店 

平成15年７月 秋葉原店にＴＯＹＳ専門フロアを増床オープン 

平成16年４月 福岡県糟屋郡新宮町に新宮店を開店 

平成16年９月 東京都豊島区東池袋に池袋店を開店 

平成17年３月 札幌市中央区に札幌店を開店  

 平成17年４月  宇都宮市曲師町に宇都宮店を開店  



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及び子会社１社及び関連会社１社により構成されており、日本

のまんが関連古書、グッズ、アニメ関連商品等の仕入、販売を行い、単一の事業を営んでおります。 

 当社グループについて図示すると次のとおりであります。 

※1 Mandarake Itaria Srl.は子会社であります。 

※2 有限会社デルタは関連会社であります。 

４【関係会社の状況】 

関連会社は次のとおりであります。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 

（百万円）

主要な事業内

容 

議決権の

所有割合

又は非所

有割合 

（％） 

関係内容 

有限会社デルタ 東京都中野区 3 
アニメーショ

ングッズ販売
33.33 

アニメーション関連グッズを企画

製作、当社に販売している。 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

241(191)  28.9  3.3  3,346,907 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当事業年度におけるわが国経済は、好調な世界経済を背景とした輸出の拡大、製造業を中心に良好な企業収益に

支えられた設備投資の増加、雇用環境の改善による個人消費の伸びなどにより、回復基調のうちに推移いたしまし

た。 

 当社が属する日本のまんが、アニメーションに関わる中古商品の業界におきましては、これらのコンテンツに対

する一層の世界的評価の向上を受けて、市場は拡大の一途にありますが、同時に新規事業者の参入も相次いでお

り、企業間のシェア獲得競争もまた、さらに激化しております。 

 このような経済環境のもと、当社は既存店での買取りの強化、販売推進によって、今期も積極的に営業活動を図

ってまいりました。 

 仕入面におきまして、当社が取り扱います商品のほとんど全ては、一般顧客からの買取りに依存することから、

店頭仕入および販売に際してお客様との対話から得られます情報に加え、当社のweb通販に付随してホームページ

上でいただいております、お客様からの多様なご意見、お問い合わせ、ご要望に常に注意を向け、他社に先がけて

顧客ニーズをつかみ、新たな取扱商品の発掘と市場の創出を進めてまいりました。 

 当社取扱商品の基本である中古品につきまして、当社は従来より提唱する「高く買う」という方針の継続によっ

て、他社に比べ良質な商品を多数、多様に獲得するための買取り強化を推進しており、常に人気商品の変遷に対応

し続けながら、商品の品揃えを拡大させ、質、量ともに充実を図ることによってお客様の満足度を高めてまいりま

した。 

 また、新刊同人誌につきましては人気サークルに対する営業を積極的に展開し、購買力の高い最新のタイトルを

多数確保することによって、特にweb通販を通じた販売により全国各地のお客様から好評を得ております。 

 販売面につきましては、既存店における販売促進とともに通信販売の強化を進めており、なかでも選りすぐりの

商品によって年間４回、定期に開催するweb大オークション大会および通年で開催するweb毎日オークションは、い

ずれもお客様から好評を得て、新たな販路の開拓と利益の拡大に向け、その充実度を高めております。 

 既存各店舗におきましては各々、毎回異なる趣向を凝らした独自のイベントを開催することによって、新規のお

客様獲得と定着化を推進いたしてまいりました。 

 さらにホームページにおきましては、web通販による海外からの受注増加を目指して多言語対応を強化、推進し

ており、ご注文をいただいた地域とお客様の数は着実に増加、その成果を上げてまいりました。 

 国内外を問わずに参加者が増えて、活況を見ておりますweb大オークション大会は、当社の季刊出版物を出品商

品のカタログとしており、その結果、自社出版物の売上高に貢献するとともに、オークションにおける高い落札率

と落札価格の上昇は、売上高、利益の両面において影響力を発揮いたしてまいりました。 

 これら積極的な営業展開により、当期の売上高は対前期比8.5%増の5,917百万円となり、来期以降の出店等に備

えた資金調達に向け実行いたしました協調融資に係る融資等手数料の計上はありましたが、経常利益は対前期比

29.3%増の165百万円になり、また当期純利益は対前期比20.6%増の71百万円となりました。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前当期純利益が141百万円（前年同

期比18.2％増）となりましたが、営業活動のキャッシュ・フローは49百万円の増加、有形固定資産の取得等により

投資活動のキャッシュ・フローでは189百万円の減少、財務活動による197万円のキャッシュ・フローの増加を加え

まして、前事業年度末に比べ57百万円増加し、当事業年度末の残高は912百万円となりました。 

 当期のキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

1. 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動による資金の増加は、49百万円（前事業年度は156百万円の支出）となりました。これは主に、税

引前当期利益141百万円、減価償却費112百万円、その他の流動負債の増加21百万円、未払消費税の増加21百万

円に対し、たな卸資産の増加144百万円に加え法人税等の支払額が103百万円であったことによるものでありま

す。 

2. 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動により使用した資金は、189百万円（同37.2％減）となりました。これは主に、既存店舗の設備増

強等に係る有形固定資産の取得181百万円とオークションシステム等の無形固定資産の取得4百万円によるもの

であります。 

3. 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動による資金の増加は、197百万円（前事業年度は0.8百万円の支出）となりました。これは主に、長

期借入れによる収入1,355百万円が長期借入金の返済による支出1,009百万円を上回ることによるものでありま

す。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

 当事業年度の生産実績を品目ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 (2) 仕入実績 

当事業年度の仕入実績を品目ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 (3）販売実績 

 当事業年度の販売実績を品目ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

品目 
第20期 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

出版物（千円） 46,157 △5.4 

その他（テレフォンカード、下敷）

（千円） 
797 2.2 

合計（千円） 46,954 △5.3 

品目 
第20期 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

本（千円） 712,321 2.3 

ＴＯＹ（千円） 699,647 △10.2 

同人誌（千円） 733,578 1.3 

その他（千円） 1,018,093 17.7 

合計（千円） 3,163,640 3.2 

品目 
第20期 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

本（千円） 1,467,338 4.2 

ＴＯＹ（千円） 1,263,972 6.6 

同人誌（千円） 1,504,299 1.1 

出版物（千円） 12,070 △9.0 

その他（千円） 1,670,204 22.8 

合計（千円） 5,917,884 8.5 



３【対処すべき課題】 

 当社が主力として取扱っております、まんが、アニメーション関連商品の市場におきまして一層のシェア拡大を目

指し、また新たな商材を発掘して市場を創造するには、以下の対処が必要不可欠と考えております。 

① POSシステムによる商品管理について 

 お客様からの多様なニーズに対応し、当社が取り扱う商品はその種類、数量ともに増加を続けており、これらの商

品管理に向けたPOSシステムの拡充は重要な経営課題となっております。 

 当社はまんが、アニメーション関連に限らず、あらゆるジャンルに目を向け常にコレクターアイテムとなり得る新

たな商品を開拓しており、これらの商品に対しては過去から現在に至るまで仕入及び販売価格のほか、需給状況など

の変遷をデータベース化すべく、取り組んでおります。その結果、当社の商品データベースは常に増加を続けてお

り、これらのデータの充実と併せて仕入、販売動向分析を精緻に行うことのできる新たなプログラムを積極的に導

入、推進することによってあらゆる商品に対する適正な価値を追求、さらには商品の仕入、保管管理、販売の効率化

を目指しております。 

② 人材について 

 優秀な人材の確保は、当社が市場シェア拡大を目指すうえで、他社との差別化を図る必須条件となります。当社は

人事制度の見直しを積極的に推進し、お客様のニーズを敏感に捉えられる人材の育成に重点をおきまして、従業員の

商品知識、情報収集力、販売力の向上に努めており、お客様のみならず従業員各々の満足度を最大に引き出すための

人事改革に取り組んでまいります。 

③ お客様とのコミュニケーション 

 当社は「お客様の声を聴く」という当社の原点を常に意識し、お客様とのコミュニケーションを通じてお客様が求

めている商品、サービスその他あらゆるニーズを他社に先がけて把握し、それらを生かす経営が必要不可欠と認識い

たしております。 

 当社はマニアックな商品を率先して取り扱い、コレクターのお客様から多大な支持をいただいての今日であること

を改めて認識し、お客様と積極的なコミュニケーションを深めるなかで「マニアを育て、マニアに育てられる」当社

の原点に立ち返った経営を推進してまいります。 

 さらに現在、主な取扱商品としておりますコミック、TOY、同人誌等に対するお客様の知識、欲求は一層高まりつ

つあり、お客様から寄せられる高度な意見、要望をもとにして、当社は業界における価格形成力と販売力のさらなる

向上を図ってまいります。今後もお客様の満足度を高めるために、店舗での仕入、販売時に得る情報はもとより、

web上において得られた「お客様の声」を当社の重要な経営資源と位置付け、積極的にwebの活用範囲を拡大、強化し

てまいります。 



４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載いたしました当社の事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、当社の財政状態および経

営成績に特に重大な影響をおよぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中における将来に関する事項につきましては、当事業年度末現在において判断したものであります。 

(1）取扱商品の特殊性について 

 当社は、まんがの中古書籍をはじめ、まんが、アニメーションに関係する商品とＴＯＹ、同人誌のほか、あらゆる

カルチャーに関わる中古品を取扱商品の対象としております。 

 これらの中古品は、その価値、流通量ともに極めて流動的であり、マニアにとっては特に要望の高い初版、限定

品、絶版物などは希少性も著しく高く、当社はこのような商品を当社の出版物であるカタログ誌に取扱価格を明示す

ることによって価格の統一性と透明性を高めておりますが、対するコレクターの数と欲求程度によっては仕入ならび

に販売の両面において統制のおよばない高騰を招く可能性があります。 

 また当初より希少性の高い初版、限定品などに限らず、過去における発売当初は量産商品であっても非常に安価で

一般的であったために、社会全体における損耗率が高く、その多くが失われたことから現代においていわゆるデッド

ストックに高額評価が与えられるなどの経緯を経た商品を、当社は積極的に取り扱い大きな利益を追求できた反面、

これらは何れもオリジナルの現存品は限られ、流通量は有限である商品であるために当社の仕入、販売両面における

価格統制力、あるいは流通コントロールに不備きたす場合は当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(2）仕入について 

 当社は、取扱商品の特殊性を考慮して、常に商品の人気程度、流通量の増減、当社および他社での仕入ならびに販

売価格の設定に注目し、あらゆる情報を基に仕入、販売価格の見直しを図っております。 

 当社が主に取り扱う、まんがに関連した中古商品の仕入および販売価格は、作品を取り巻く社会情勢において原作

のアニメーション化、実写化、劇場作品化さらには旧、新作を問わないTV放映などからその人気、需要は大きく変動

し、映像化もしくは論評掲載等あれば一般顧客の購買意欲は上向くとともに販売価格は上昇、当社の買取価格もまた

高騰いたしますが、その環境の終息と同時に一般顧客による売却意識もまた強く働くため、当社におきましては仕入

の量的統制に向け、適切な仕入価格統制を速やかに実践する必要があります。 

 当社の仕入価格は、まんがおよび関連商品に豊富な知識を有する仕入担当者を中心に日々、見直しを図ることで統

制いたしておりますが、これら担当者の不足あるいは最新の知識習得に困難となる場合などあれば適正な仕入価格の

設定に不測を生じ、当社にとりましては売上高確保に必要不可欠である適切な仕入活動の停滞を招くこととなり、当

社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(3）代表者への依存について 

 当社の業務内容全般、特に商品仕入において高度に希少である原画、原稿をはじめとした特殊性の高い商品に対す

る価値評価に際しては当社の代表取締役である古川益蔵への依存度が高い現状にあります。 

 当社といたしましては同取締役へ過度の依存することなき業務体制の確立を目指しておりますが、現時点において

同取締役の離職、不慮の事態など起こることあれば、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(4）在庫管理のデータベースについて 

 当社では、取扱商品の拡大に対して仕入および販売を統制し、また希少性の高い商品においては永続する記録を残

し当該商品もしくは類似の商品仕入ならびに販売に際しても前例をもって対処を可能とするツールとして、POSシス

テムを稼動しており、常に商品データベースの追加登録を続けております。 

 当社が有する膨大な数量の商品については、新入荷あるいは新規の種類の取扱開始に伴うデータベースの追加と

POSシステムの強化活用に向けた新たなプログラム開発が、継続して求められる環境となっております。商品個別管

理を行うシステムの永続的稼動は、在庫管理の徹底と販売推進において必要不可欠であり、従いまして在庫管理の基

礎である個別商品データベースの追加登録、管理分析プログラムの間断なき新規開発、投入稼動が進捗しない場合は

当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(5）出店について 

 当社は現在、東京都中野、渋谷、秋葉原、池袋および愛知県名古屋、大阪府うめだ、なんば、福岡県福岡、新宮、

北海道札幌、栃木県宇都宮の11箇所で店舗を展開しておりますが、POSシステムの安定稼動によって全店共通の仕入

ならびに販売価格の統制が図られており、今後も大都市圏を中心に各都道府県の中心地への大型出店を計画、推進し

てまいります。 

 当社の取扱商品は多岐にわたるため、その数量とサイズによって店舗の規模は大型化し、また購入者層の最大化を

見込んだ際には大都市圏のターミナル駅近辺等への出店を第一に希望することから、このような当社要望に沿った物

件の確保ができない場合、出店計画の変更を余儀なくされ、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 



(6）借入金への依存度について 

 当社は出店に際して、多種多様の取扱商品に対応するため、やはり多岐の什器備品その他の設備を必要といたしま

す。 

 当社は、これらの新規出店に要する設備投資に向けた資金調達を目的として平成18年８月にみずほ銀行をアレンジ

ャーとする2,000百万円のコミットメントラインを組成しております。 

 また、平成17年３月に三井住友銀行をアレンジャーとして組成いたしましたコミットメント型シンジケートローン

におきまして、その残枠855百万円を実行したことによって、金融機関からの借入金残高は当事業年度末において

2,922百万円を計上しております。 

 当社はこの借入金の返済原資として既存店舗運営および新規店舗の早期営業安定軌道化を図ることによる営業キャ

ッシュフローを予定しており、従いまして既存店舗の営業状況が予想を大きく下回り、また新規出店が計画どおりに

進捗できない場合、当社の業績は借入金依存度により影響を受ける可能性があります。 

(7）当社出版物等の委託販売制度について 

 当社編集部その他の出版物等は、業界慣行に従い、当社が取次に配本等行った後、原則として約定期間（委託期

間）内に限り、返品を受け入れることを条件とする委託販売制度を採用しております。 

 この新刊等精算の方式により当社は、編集部その他からの出版物等の納品後、約定期間経過後に返品を受け入れる

場合があることから、これらの返品された出版物等に対しては、その販売可能性を検討したうえ会計上では製品評価

損失を計上、さらに返品在庫が明らかに過大と判断される状況にあっては廃棄処分とするため、委託販売制度に従い

大量返品の受け入れ、在庫処分の必要ある場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(8）古物営業法に関する規制について 

 当社の商品は一般の個人顧客からの買取が仕入れのほとんど全てであります。 

 仕入に際しまして当社は、古物営業法の規制に従って取引相手方の確認義務を実践しておりますが、今後の古物営

業法改正等によって新たな規制が設けられた場合、その規制内容によっては当社の仕入活動に支障をきたし、結果と

して取扱商品の減少などから、当社の業績が影響を受ける可能性があります。 

(9）個人プライバシー情報の管理について 

 当社では、ユーザーからの通信販売注文等によって取得したプライバシー情報等を保有いたしております。 

 当社はこれらのプライバシー情報につきまして保護のための規約を設け、その遵守に努めておりますが、管理の瑕

疵等により、これらのデータが外部に漏洩した場合、当社への損害賠償請求や当社に対する信用の下落等によりまし

て、当社の業績が影響を受ける可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

固定資産の取得 

 詳細は、「第５ 経理の状況 財務諸表等 （1）財務諸表 注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりで

あります。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）財政状態の分析 

 当事業年度末の財政状態につきましては、総資産におきまして前事業年度末の5,653百万円から334百万円増加し

5,987百万円となりました。これは主に新規出店に向けた有形固定資産の増加によるものであります。 

 また、負債におきましては前事業年度末の3,300百万円から203百万円増加し3,503百万円となりました。これは主

に今後の新規出店等に向けた資金を長期借入金によって調達したことによるものであります。 

 なお、当社における財政状態及び経営成績の分析は、原則として財務諸表に基づいて分析した内容であり、この財

務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成しております。当社の財務諸表作

成にあたりましては経営者による会計方針の選択と適用、資産・負債及び収益・費用の報告金額および開示に影響を

与える見積りを必要としており、経営者はこれらの見積りについて主に過去の実績ならびに現状を勘案、合理的に判

断しておりますが、実際の結果におきましては見積り特有の不確実性により、これらの見積りと異なる場合がありま

す。 

 当社の財務諸表で採用する重要な会計方針は「第５ 経理の状況 財務諸表等」における重要な会計方針および注

記事項をご参照ください。 

(2）キャッシュ・フローの分析 

 当事業年度における現金及び現金同等物は、たな卸資産の増加、有形固定資産の取得による支出、対しまして今後

の出店も考慮いたしましての長期借入金による収入に影響を受けております。 

 なお、既存店の設備増強に伴う有形固定資産の取得状況につきましては「第３ 設備の状況 １．設備投資等の概

要 ２．主要な設備の状況」をご参照ください。また、当事業年度の状況は「第２ 事業の状況 １．業績等の概要

(2) キャッシュ・フロー」をご参照ください。 

(3）経営成績の分析 

「第２ 事業の状況 １．業績等の概要 (1) 業績」をご参照ください。 

(4）経営戦略と見通し 

 当社はまんが、アニメーションに関する商品、その他エンターテイメント、カルチャーに関してコレクターアイテ

ムとなり得る全てを仕入、販売対象商品としており、常に新たな商品の開拓と市場の創造に取り組んでおります。 

 当社が取り扱います商品において主たる仕入、販売先は一般顧客であり、その多様なニーズと信頼を得ることを最

重要課題ととらえて、以下の取り組みの実践により今後さらなる収益基盤の強化を図ってまいります。 

① 商品の多様化と専門化 

 当社は従来より取り扱っております主力のまんが、アニメーション関連商品に限らず、あらゆるエンターテイメン

ト、カルチャーに関してコレクターアイテムとなり得るものに全て目を向け、常に新たな商品とその市場を開拓し、

独自の価値創造を行ってまいります。 

 当社の従来からの主要な取扱商品部門である、まんが、TOY、同人誌等におきましては、お客様のご要望に対する

満足度、信頼度は高く、この分野での当社の知識、情報収集力、価格形成力とこれらを統合して得られた当社の販売

力は、業界トップであると自負いたしております。今後も、常にお客様の欲求に応えてその専門性を高め、新たな刺

激を与え続けてまいります。 

 さらに、アカデミックな価値や社会的なステイタスの無い商品およびそれらの市場を発掘し、当社のこれまでに培

ったノウハウを生かして積極的に取り扱うことによって新たな市場を確立してまいります。 

② 店舗展開 

 当社は一般顧客からの仕入および一般顧客への販売を主としておりますことから、仕入、販売先の一層の強化に向

け、大都市圏をはじめ精力的に出店を推進し、事業拡大を目指してまいります。 

 当社が仕入、販売の対象としております商品にはまだ一般に価値認識が無いものも多く、各家庭において死蔵され

ております場合があるため、当社の出店によりましてこれらの商品に対し着目する機会を促し、新たな商品仕入の機

会を広げて同時に当社の取扱商品への興味から、購買意欲にも結びつける店舗展開を図ってまいります。 



③ 通信販売 

 当社が取り扱います商品は、全て世界に発信し得る商品であるとの認識から、さらなる販売拡大に向けまして店舗

展開に加えweb通信販売を強化してまいります。 

 当社のweb上での通信販売は、海外からの受注も含めまして、売上高は順調に推移しております。海外コレクター

からの需要は、まんが、アニメーション関連商品を中心に着実に伸びており、その地域もアメリカ、ヨーロッパのみ

ならずアジア、オーストラリアから中近東に至るまでインターネットを通じて全世界からの意見、注文を頂いており

ます。日本のまんが、アニメーションに対する評価の向上が持続する現在、これらに関する商品において世界規模の

市場拡大は一層顕著であり、このような状況に対しまして当社はこれまでの通販システム運用において蓄積されたノ

ウハウ、お客様からの要望に基づいて、多言語対応化をすすめるなど当社独自の通販システムをより積極的に活用

し、全世界に向けた販売体制の整備、強化を目指しております。 

④ オークション開催 

 通信販売に加えまして、当社web上で年間４回の開催を定着化いたしました大オークション大会は好評を博してお

り、海外からの参加者も含めまして、今後さらに需要拡大が見込まれる領域と認識いたしております。 

 当社は、選りすぐりの商品による年間４回の大オークション大会開催を推進しており、平行して通年で行う毎日オ

ークションによって、オークション形式での商品購入の楽しさと併せて商品に対する満足度向上も追及してまいりま

す。世界規模でのオークション参加に対応すべく、当社は独自のオークションシステムを一層進化させ、全世界に向

けたweb上における通販、オークション販売体制の整備、強化を図ってまいります。 



第３【設備の状況】 
 当社の消費税等に係る会計処理は、税抜方式によっているため、この項に記載の金額には、消費税等は含まれており

ません。 

１【設備投資等の概要】 

 当社は、長期的に単独店舗といたしましての成長が期待できる環境にある政令指定都市および中堅の商業中心都市

部への出店を積極的に進めてまいります。 

 当事業年度は、来期以降の新規出店に向けた固定資産を取得いたしました結果、当事業年度の設備投資額は181百

万円となりました。 



２【主要な設備の状況】 

 当社における主要な設備は、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は帳簿価額であります。 

２．その他の内訳は器具備品 80,884千円であります。 

３．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

４．建物の一部を賃借しており、賃借料は中野店 93,085千円、渋谷店 61,165千円、うめだ店 66,960千円、

福岡店 55,062千円、流通センター 33,142千円、名古屋店 4,668千円、なんば店 36,720千円、秋葉原

18,626千円、新宮店 9,648千円、札幌店 37,296千円、宇都宮店 26,953千円、新原倉庫 4,914千円であ

ります。 

５．上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。 

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
(人) 建物及び構築

物（千円） 
車両運搬具 
（千円） 

土地 
（千円） 
(面積㎡) 

その他 
（千円） 

合計（千円） 

中野店 

（東京都中野区） 

統括業務施設 

店舗設備 
255,798 231 

339,202 

(148.22)
35,413 630,646 

97(46)  

渋谷店 

（東京都渋谷区） 
店舗設備 33,567 － 

－ 

(－)
4,965 38,532 

20(12)  

流通センター 

（東京都世田谷区） 
物流倉庫 9,414 － 

－ 

(－)
2,958 12,372 

15( 5)  

秋葉原店 

（東京都千代田区） 
店舗設備 313 － 

－ 

(－)
2,681 2,995 

10( 3)  

池袋店 

（東京都豊島区） 
店舗設備 91,000 － 

71,815 

(61.97)
386 163,203 

6( 5)  

うめだ店 

（大阪府大阪市北区） 
店舗設備 60,429 96 

－ 

(－)
13,090 73,616 

19(40)  

福岡店 

（福岡県福岡市） 
店舗設備 33,964 － 

－ 

(－)
4,631 38,596 

16(21)  

名古屋店 

（愛知県名古屋市） 
店舗設備 167,484 － 

133,670 

(113.95)
7,599 308,755 

20( 9)  

なんば店 

（大阪府大阪市浪速区） 
店舗設備 7,759 － 

－ 

(－)
5,389 13,148 

12(29)  

新宮店 

（福岡県糟屋郡新宮町） 
店舗設備 － － 

－ 

(－)
－ － 

8( 4)  

札幌店  

 （北海道札幌市） 
店舗設備 10,532 － 

－ 

(－)
766 11,298 

9(10)  

宇都宮店  

 （栃木県宇都宮市） 
店舗設備  1,648 － 

－ 

(－)
2,436 4,084 

7( 7)  

佐原倉庫 

（千葉県佐原市） 
物流倉庫 67,019 － 

32,797 

(9,580)
564 100,381 

2(－)  

新原倉庫 

（福岡県古賀市） 
物流倉庫 864 － 

－ 

(－)
－ 864 

－(－)  

設備の内容 
リース期間
（年） 

年間リース料（千円） リース契約残高（千円） 

ＰＯＳシステム ５ 11,559 21,191 

ＰＯＳシステム ５ 8,841 11,788 

オンラインシステムソフト ５ 7,656 8,932 

新宮店・新原倉庫什器備品 ５ 7,622 19,056 

宇都宮店什器備品 ５ 5,778 20,223 

なんば店舗什器備品 ５ 5,604 6,538 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 （1）重要な設備の新設 

 （2）重要な設備の除却等 

   該当事項はありません。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方法 

着手及び完了予定年月 
増加面積 

 （㎡） 総額 
(千円) 

既支払額 
(千円) 

着手 完了 

秋葉原新店 

（東京都千代田区） 
店舗設備 2,500,000 1,625,556 

自己資金および

借入金  
平成19年１月 平成19年12月 1,200.00 

小倉店  

（福岡県北九州市） 
店舗設備  50,000 0 

自己資金および

借入金 
平成19年２月 平成19年４月 250.00 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１．第１回新株予約権の権利行使 

発行価格    495,000円 

資本組入額   247,500円 

  第２回新株予約権の権利行使 

発行価格    500,000円 

資本組入額   250,000円 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 11,460 

計 11,460 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
(平成18年９月30日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成18年12月25日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 4,020 4,020 
東京証券取引所 

マザーズ市場 
－ 

計 4,020 4,020 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年12月31日

（注）１． 
135 4,020 33,440 837,440 33,440 1,117,380 



(4）【所有者別状況】 

 （注） 「その他の法人」の中に証券保管振替機構名義の株式はありません。 

(5）【大株主の状況】 

  平成18年９月30日現在

区分 

株式の状況 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 6 10 12 5 1 1,108 1,142 － 

所有株式数

（株） 
－ 166 59 22 49 2 3,722 4,020 － 

所有株式数の

割合（％） 
－ 4.13 1.47 0.55 1.22 0.05 92.58 100.00 － 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

古川 益蔵 東京都三鷹市 1,332 33.14 

古川 清美 東京都三鷹市 160 3.98 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社 
東京都港区浜松町2-11-3 83 2.07 

古川 三十一 東京都中野区 80 1.99 

西田 貴美 大阪府大阪市都島区 60 1.49 

まんだらけ従業員持株会 東京都中野区中野5-52-15 47 1.17 

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜2-4-6 41 1.02 

日下 謠一 東京都世田谷区 37 0.92 

千代 貞雄  埼玉県上尾市 25 0.62 

高橋 英夫 兵庫県西宮市 25 0.62 

菅 祥樹 東京都杉並区 21 0.52 

メリルリンチインターナショ

ナルエスエフジー 

（常任代理人メリルリンチ日

本証券株式会社） 

東京都中央区日本橋1-4-1 19 0.47 

計 － 1,930 48.01 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,020    4,020 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 4,020 － － 

総株主の議決権 － 4,020 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 

 該当事項はありません。 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

   該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

   該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

   該当事項はありません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

   該当事項はありません。 



３【配当政策】 

 当社は、株主への利益還元を重要な経営課題のひとつと認識しており、当事業年度は前事業年度に続き、利益配当

金として１株につき普通配当2,000円00銭といたしました。 

 また、内部留保につきましては税務体質強化と収益性の向上に向け、当社において最も効果的な投資活動を適切に

判断、推進し、一層の事業拡大を図りますとともに安定した経営基盤確保に努めてまいります。 

 今後も企業価値の最大化に向け、財務体質の強化と積極的な事業展開に備えた資金を確保しつつ、経営成績および

財政状況に応じて安定した配当を継続していくことを基本方針としてまいります。 

 当社は、「取締役会の決議によって、毎年３月31日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に

定めております。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものです。 

２．第16期は、決算期変更により平成14年１月１日から平成14年９月30日までの９ヶ月間となっております。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものです。 

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期 

決算年月 平成13年12月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 

最高（円） 288,000 210,000 290,000 1,090,000 1,950,000 915,000 

最低（円） 153,000 126,000 133,000 200,000 361,000 506,000 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 891,000 763,000 690,000 670,000 765,000 730,000 

最低（円） 677,000 630,000 580,000 506,000 537,000 615,000 



５【役員の状況】 

 （注）１．監査役高野健一、監査役中本優司、監査役中村尋人、監査役増田昌徳は、会社法第２条第16号に定める社外

監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
（株） 

代表取締役社

長 
  古川 益蔵 昭和25年10月21日生 

昭和45年７月 水木プロダクションアシスタント 

昭和55年５月 まんだらけ創業 

昭和62年２月 当社設立 取締役 

平成２年11月 当社代表取締役社長（現任） 

平成９年４月 Ｍａｎｄａｒａｋｅ ＵＳＡ Ｉｎ

ｃ．代表取締役（現任） 

1,332 

専務取締役 管理統括副統括 西田 貴美 昭和40年３月30日生 

昭和58年４月 藤沢薬品工業株式会社 入社 

平成７年８月 当社入社 

平成８年３月 当社取締役 

平成８年４月 当社専務取締役（現任）大阪店 店

長 

平成14年４月 当社管理統括 副統括（現任） 

60 

取締役 経理部長 川代 浩志 昭和36年６月25日生 

昭和59年４月 株式会社千葉興業銀行入社 

平成元年６月 水上税務会計事務所 入社 

平成12年11月 当社入社 

平成13年７月 当社経理部長(現任) 

平成14年３月 当社取締役就任（現任） 

2 

取締役 中野店長 辻中 雄二郎 昭和46年８月５日生 

平成10年７月 当社入社 

平成13年３月 当社中野店長（現任） 

平成14年12月 当社取締役就任（現任） 

－ 

取締役 人事部長 岩田 幸一 昭和47年10月２日生 

平成７年９月 当社入社 

平成14年３月 当社人事部長(現任) 

平成14年12月 当社取締役就任（現任） 

－ 

常勤監査役   高野 健一 昭和29年４月５日生 

平成14年10月 高野公認会計士事務所開業 

平成18年４月 税理士法人東京税経開業 代表社

員就任（現任） 

平成18年12月 当社監査役就任（現任） 

－ 

監査役   中本 優司 昭和28年７月１日生 

昭和57年10月 プライスウォーターハウス公認会

計士共同事務所（現 あらた監査

法人）入所 

平成３年７月 公認会計士事務所開業 

平成15年12月 当社監査役就任（現任） 

－ 

監査役   中村 尋人 昭和38年５月19日生 

平成５年７月 公認会計士・税理士山田淳一郎会

計事務所（現 税理士法人山田＆

パートナーズ）入所 

平成11年11月 会計事務所開業 

平成17年12月 当社監査役就任（現任） 

－ 

監査役   増田 昌徳 昭和40年１月14日生 

平成３年９月 中央新光監査法人（現 みすず監

査法人）入所 

平成16年７月 会計事務所開業 

平成18年６月 当社監査役就任（現任） 

－ 

        計 1,394



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、企業価値の最大化を目指すにおいて、企業倫理が重要な経営課題であると認識し、経営の効率性向上を図

りながら、同時に企業の健全性および透明性を確保し、社会全体から信頼される会社の実現を目標にしております。

 その実現のために、経営上の組織体制を整備し、必要な施策を実施することが、当社におけるコーポレート・ガバ

ナンスに関する基本的な考え方であります。 

（2）コーポレート・ガバナンスに関する会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況 

① 会社の機関の内容 

 当社は、監査役会制度を採用しております。 

 当社の監査役は現在、常勤監査役１名、非常勤監査役３名で構成され、その全てが就任前に当社の役員または使

用人になったことのない外部からの招聘であり、客観的な立場での監督機関として機能しております。なお、社外

監査役およびその近親者と当社との間に人的関係、資本的関係もしくは営業上の取引関係その他の利害関係はあり

ません。 

 また当社の取締役会は、当社の経営戦略、事業計画の執行に関わる最高意思決定機関として取締役５名で構成さ

れております。なお、当社に社外取締役はおりません。 

  さらに社内監査部門として経理部が各事業部門に対し、内部業務監査を実施しております。 

  これまでの事項を図示すると以下のとおりであります。 

② 内部統制システムの整備の状況 

 当社では、報酬委員会、指名委員会および監査委員会は設置いたしておりません。しかしながら当社では、内部

監査部門を経理部３名が兼任し、社長直轄のもとで全店部署における業務活動の全般に対し、その方針、計画、手

続きの妥当性を検証、さらに業務実施の有効性を考慮しながら法の遵守状況についても内部監査を行っておりま

す。 

 また、必要に応じて顧問弁護士あるいは監査法人に助言を求めております。なお、顧問弁護士、監査法人ともに

人的、資本的または取引関係その他の利害関係はありません。 

③ 内部監査および監査役監査の状況 

 当社では、取締役経理部長を内部管理責任者として監査役会の協力のもと、適宜に監査部門を兼任する経理部に

より内部監査を実施いたしております。 

 原則として月１回以上開催しております取締役会には監査役も毎回出席し、重要事項の決議において取締役の業

務の執行状況を監視しております。その他、必要に応じて臨時取締役会を適宜に開催しておりますが、監査役の積

極的な参加を得て、常にコーポレート・ガバナンスの充実に努め、経営環境の変化にも機動的に対応できる経営体

制の確立を図っております。 

 さらに全社的経営会議として適宜、全店長、全部署長以上による全店長部署長会議を開催しており、ここでも監

査役の常時出席を得て、組織経営に関わる様々な問題について認識の共有化を図っております。 

 また、緊急度の高い諸問題につきましてはインターネットを通じましたストリーミング映像を介して、全店部署

に向け情報を配信しており、これらの徹底によって企業倫理の理念を社内に定着させる全社的な活動を行っており

ます。 



④ 会計監査の状況 

 当社の会計監査人は優成監査法人および公認会計士堀口裕之氏であり、会計監査人とは定期的に報告会を実施し

ております。なお、業務を執行している公認会計士は以下のとおりであります。 

 公認会計士 須永真樹  優成監査法人 

 公認会計士 堀口裕之  公認会計士堀口裕之事務所 

 継続監査年数につきましては２名ともに７年以内であるため、記載を省略しております。 

 監査補助者は、会計士補２名、その他５名であります。 

 監査意見に係わる審査は、優成監査法人において行われております。 

（3）役員報酬および監査報酬 

 当事業年度において、取締役および監査役に支払われた報酬の額は、取締役３名に対し合計72,507千円、事業年度

中に辞任した３名を含む監査役６名に対し合計5,839千円であります。なお取締役の報酬額には、使用人兼務取締役

の使用人分給与相当額は含まれておりません。 

 当社の優成監査法人および公認会計士堀口裕之氏への公認会計士法第２条第１項に基づく報酬は、合計11,000千円

であります。なお当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と証券取引法に基づく監査の監

査報酬の額とは区分しておらず、実質的にも区分はできません。 



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第19期事業年度（平成16年10月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

20期事業年度（平成17年10月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

 また、第19期事業年度（平成16年10月１日から平成17年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書

きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 ただし、当事業年度（平成17年10月１日から平成18年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成18年４月26日内閣府令第56号）附則第２項により、改正

前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第19期事業年度（平成16年10月１日から平成17年９月30日ま

で）及び第20期事業年度（平成17年10月１日から平成18年９月30日まで）の財務諸表について、優成監査法人及び公

認会計士堀口裕之氏より監査を受けております。 

３．連結財務諸表について 

 連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年10月大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に

重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、当社の子会社は事業を停止しており、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合はすべ

て0.0％に該当しております。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成17年９月30日） 
当事業年度 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  865,834 924,795 

２．売掛金   66,407 76,541 

３．商品  2,449,007 2,596,855 

４．製品  110,429 107,844 

５．仕掛品  81 169 

６．貯蔵品  22,813 22,441 

７．前払費用  65,785 54,859 

８．繰延税金資産  58,817 112,299 

９．繰延ヘッジ損失  2,509 － 

10．未収入金  37,533 30,723 

11．その他  6,612 7,157 

貸倒引当金  △16,072 △1,072 

流動資産合計  3,669,759 64.9 3,932,616 65.7

 



  
前事業年度 

（平成17年９月30日） 
当事業年度 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定資産   

１．有形固定資産   

(1）建物 ※1 1,484,506 1,479,004   

減価償却累計額 671,495 813,010 746,887 732,116 

(2）構築物 28,952 14,944   

減価償却累計額 8,836 20,116 7,262 7,681 

(3）車両運搬具 6,552 6,552   

減価償却累計額 6,224 327 6,224 327 

(4）器具備品 511,144 513,344   

減価償却累計額 414,041 97,102 432,460 80,884 

(5）土地 ※1 577,486 577,486 

(6）建設仮勘定    － 166,055 

有形固定資産合計 1,508,043 26.7 1,564,551 26.1

２．無形固定資産   

(1）ソフトウェア 6,196 7,769 

(2）電話加入権 2,788 2,788 

無形固定資産合計 8,985 0.2 10,558 0.2

３．投資その他の資産   

(1）投資有価証券 43,626 44,408 

(2）出資金 1,250 1,250 

(3）長期貸付金 － 20,795 

(4）関係会社長期貸付金 9,989 9,989 

(5）長期前払費用 12,349 6,298 

(6）長期性預金  100,000 100,000 

(7）繰延税金資産 27,898 42,744 

(8）差入保証金 281,758 283,078 

貸倒引当金 △9,989 △28,589 

投資その他の資産合計 466,883 8.2 479,974 8.0

固定資産合計 1,983,912 35.1 2,055,084 34.3

資産合計 5,653,672 100.0 5,987,700 100.0 

    
 



   
前事業年度 

（平成17年９月30日） 
当事業年度 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金  36,982 30,619 

２．短期借入金  280,000 80,000 

３．１年以内返済予定長期
借入金 

※1 692,826 976,706 

４．１年以内償還予定社債   － 7,500 

５．未払金  55,770 61,968 

６．未払費用  40,851 41,900 

７．未払法人税等  74,740 111,151 

８．未払事業所税  9,523 9,577 

９．未払消費税等  19,476 40,821 

10．未払配当金   862 1,075 

11．前受金  2,898 2,754 

12．預り金  12,994 23,765 

13．賞与引当金  22,019 28,289 

14．金利スワップ  2,509 － 

流動負債合計  1,251,455 22.2 1,416,130 23.6

Ⅱ 固定負債    

 １．社債  142,500 127,500 

２．長期借入金 ※1 1,803,910 1,865,441 

３．退職給付引当金  57,228 74,431 

４．長期未払金  44,940 19,856 

固定負債合計  2,048,578 36.2 2,087,228 34.9

負債合計  3,300,033 58.4 3,503,358 58.5

 



  
前事業年度 

（平成17年９月30日） 
当事業年度 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※2 804,000 14.2 － －

Ⅱ 資本剰余金   

１．資本準備金 1,083,940 －   

資本剰余金合計 1,083,940 19.2 － －

Ⅲ 利益剰余金   

１．利益準備金 3,000 －   

２．任意積立金   

(1）特別償却準備金 ※3 586 －   

(2）別途積立金 318,000 －   

３．当期未処分利益 142,564 －   

利益剰余金合計 464,151 8.2 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

1,547 0.0 － －

資本合計 2,353,638 41.6 － －

負債・資本合計 5,653,672 100.0 － － 

    

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   837,440 14.0 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   －     1,117,380     

資本剰余金合計     － －   1,117,380 18.7 

３．利益剰余金               

(1）利益準備金   －     3,000     

(2）その他利益剰余金               

特別償却準備金   －     456     

別途積立金   －     318,000     

繰越利益剰余金   －     206,071     

利益剰余金合計     － －   527,527 8.8 

株主資本合計     － －   2,482,347 41.5 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   1,994 0.0 

評価・換算差額等合計     － －   1,994 0.0 

純資産合計     － －   2,484,342 41.5 

負債純資産合計     － －   5,987,700 100.0 



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   

１．商品売上高 5,439,622 5,904,359   

２．製品売上高 15,260 5,454,882 100.0 13,525 5,917,884 100.0 

Ⅱ 売上原価   

１．期首商品たな卸高 2,015,604 2,449,007   

２．期首製品たな卸高 126,859 110,429   

３．当期商品仕入高 3,064,295 3,163,640   

４．当期製品製造原価 48,039 47,579   

合計 5,254,798 5,770,656   

５．他勘定振替高 ※1 53,304 34,403   

６．期末商品たな卸高 2,449,007 2,596,855   

７．期末製品たな卸高 110,429 2,642,057 48.4 107,844 3,031,552 51.2

売上総利益 2,812,825 51.6 2,886,332 48.8

 



  
前事業年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

１．役員報酬 77,026 78,346   

２．給与・賞与 728,577 794,077   

３．雑給 297,699 286,673   

４．賞与引当金繰入額 21,478 26,856   

５．退職給付費用 17,043 19,367   

６．法定福利費 96,524 115,362   

７．福利厚生費 7,730 9,488   

８．賃借料 435,935 447,997   

９．租税公課 36,163 40,038   

10．減価償却費 116,374 112,374   

11．消耗品費 40,468 34,359   

12．その他 615,552 2,490,574 45.7 610,518 2,575,462 43.5

営業利益 322,250 5.9 310,870 5.3

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息 1,042 1,609   

２．受取配当金 6 21   

３．為替差益  58 460   

４．手数料収入 4,929 5,616   

５．盗難に伴う賠償金収入 5,802 4,441   

６．雑収入 8,748 20,588 0.4 5,322 17,471 0.3

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息 82,676 80,541   

２．社債利息  97 951   

３．社債発行費  1,900 －   

４．融資等手数料  82,521 53,295   

５．製品評価損 17,557 21,945   

６．製品廃棄損  25,619 －   

７．商品評価損 1,879 4,028   

８．雑損失 2,475 214,726 3.9 1,987 162,749 2.8

経常利益 128,112 2.4 165,592 2.8

 



   
前事業年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別損失    

１．固定資産除却損 ※2 3,814 20,036   

２．貸倒引当金繰入   － 3,600   

３．子会社整理損失  562 594   

４．退職慰労金   3,133 －   

５．出資金評価損   1,000 8,510 0.2 － 24,231 0.4

税引前当期純利益  119,602 2.2 141,361 2.4

法人税、住民税及び事
業税 

 69,672 138,849   

法人税等調整額  △9,073 60,599 1.1 △68,634 70,215 1.2

当期純利益  59,003 1.1 71,146 1.2

前期繰越利益  83,561 － 

当期未処分利益  142,564 － 

     



製造原価明細書 

    
前事業年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 労務費 ※2 13,008 27.4 14,391 30.2

Ⅱ 経費 ※3 34,433 72.6 33,276 69.8

当期総製造費用  47,441 100.0 47,667 100.0 

期首仕掛品たな卸高  679 81 

計  48,120 47,749 

期末仕掛品たな卸高  81 169 

当期製品製造原価  48,039 47,579 

     

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

 １．原価計算の方法 

個別原価計算を採用しております。 

 １．原価計算の方法 

同左 

※２．労務費の主な内訳 ※２．労務費の主な内訳 

賃金・賞与 10,649千円

賞与引当金繰入額 541千円

退職給付費用 435千円

賃金・賞与       10,861千円

賞与引当金繰入額    1,433千円

退職給付費用    423千円

※３．経費の主な内訳 ※３．経費の主な内訳 

外注費 29,260千円

原稿料 2,755千円

リース料 424千円

減価償却費 226千円

外注費       26,251千円

原稿料      4,222千円

リース料    455千円

減価償却費    286千円



③【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）平成17年12月の定時株主総会における利益処分項目 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本
合計 資本  

準備金 
利益  
準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 特別償却

準備金 
別途  
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成17年９月30日 残高 
（千円） 

804,000 1,083,940 3,000 586 318,000 142,564 464,151 2,352,091 

事業年度中の変動額         

特別償却準備金取崩 － － － △130 － 130 － － 

剰余金の配当（注） － － － － － △7,770 △7,770 △7,770 

新株の発行（新株予約権の行
使） 

33,440 33,440 － － － － － 66,880 

当期純利益 － － － － － 71,146 71,146 71,146 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

－ － － － － － － － 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

33,440 33,440 － △130 － 63,507 63,376 130,256 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

837,440 1,117,380 3,000 456 318,000 206,071 527,527 2,482,347 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券   
評価差額金 

平成17年９月30日 残高 
（千円） 

1,547 2,353,638 

事業年度中の変動額   

 特別償却準備金取崩 － － 

剰余金の配当（注） － △7,770 

新株の発行（新株予約権の
行使） 

－ 66,880 

当期純利益 － 71,146 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

447 447 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

447 130,703 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

1,994 2,484,342 



④【キャッシュ・フロー計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

税引前当期純利益  119,602 141,361

減価償却費  116,601 112,661

退職給付引当金の増加
額 

 14,884 17,202

賞与引当金の増加額  3,220 6,269

貸倒引当金の増加額  8,000 3,600

受取利息及び受取配当
金 

 △1,048 △1,659

為替差益   △75 △460

支払利息  82,676 81,492

有形固定資産除却損  2,766 20,036

売上債権の増減額  3,392 △10,133

たな卸資産の増加額  △416,424 △144,980

仕入債務の減少額  △4,056 △6,363

その他の流動資産減少
額 

 7,751 14,881

その他の固定資産増減
額 

 5,959 △17,114

その他の流動負債増減
額 

 △8,046 21,561

その他の固定負債減少
額 

 △27,656 △25,084

未払消費税等の増加額  16,746 21,344

小計  △75,708 234,616

利息及び配当金の受取
額 

 1,045 1,631

利息の支払額  △79,303 △82,800

法人税等の支払額  △2,582 △103,644

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △156,548 49,802

 



   
前事業年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

定期預金の預入による
支出 

 △11,000 △1,500

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △258,163 △181,393

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △1,500 △4,200

投資有価証券の取得に
よる支出  

 △40,000 －

その他の投資の取得に
よる支出 

 △23,981 △1,370

その他の収入   32,432 50

その他の支出   － △1,410

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △302,212 △189,823

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

短期借入金の増加額  280,000 80,000

短期借入金の返済によ
る支出 

 △173,100 △280,000

長期借入れによる収入  1,145,000 1,355,000

長期借入金の返済によ
る支出 

 △1,337,521 △1,009,589

社債の発行による収入   100,000 －

株式の発行による収入   － 66,880

社債の償還による支出   △7,500 △7,500

配当金の支払額   △7,770 △7,770

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △891 197,021

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 75 460

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
減額 

 △459,575 57,460

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 1,314,410 854,834

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

 854,834 912,295

     



⑤【利益処分計算書】 

    
前事業年度 
株主総会承認日 

（平成17年12月22日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   142,564 

Ⅱ 任意積立金取崩額   

１．特別償却準備金取崩額   130 

合計   142,695 

Ⅲ 利益処分額   

１．配当金   7,770 7,770 

Ⅳ 次期繰越利益   134,925 

    



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品 

高額品…個別法による原価法 

その他の商品…売価還元法による原

価法 

(1）商品 

高額品…個別法による原価法 

その他の商品…売価還元法による低

価法 

（会計方針の変更） 

 その他の商品の評価基準および

評価方法は、従来、売価還元法に

よる原価法を採用しておりました

が、最近の国際的な会計基準との

調和の観点からの棚卸資産の評価

原則に関する会計基準の動向やよ

り一層の財務体質の健全化を図る

ため、当事業年度から売価還元法

による低価法に変更しました。 

 この変更により、従来の方法に

よった場合に比べ、経常利益およ

び税引前当期純利益は94,833千円

それぞれ減少しております。 

  (2）製品・仕掛品 

個別法による原価法 

(2）製品・仕掛品 

同左 

  (3）貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法 

(3）貯蔵品 

同左 

２．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定) 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

３．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

(1）デリバティブ 

時価法 

(1）デリバティブ 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法(ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(附属設備を除く)に

ついては定額法)を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 建物     5～39年 

 器具備品   3～15年 

(1）有形固定資産 

 定率法(ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(附属設備を除く)に

ついては定額法)を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 建物     5～39年 

 器具備品   3～15年 

  (2）無形固定資産 

 ソフトウェア（自社利用）について

は、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっており

ます。 

(2）無形固定資産 

同左 

５．外貨建資産の資産及び負

債への本邦通貨への換算

基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

６．繰延資産の処理方法  (1）社債発行費  

 支出時に全額費用として処理しており

ます。  

(1）社債発行費  

同左 

７．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売掛債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるため、

当期に負担すべき支給見込額に基づき

計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見

込額（自己都合退職金要支給額）に基

づき、当事業年度末において発生して

いると認められる額を計上しておりま

す。 

(3）退職給付引当金 

同左 

  (4）返品調整引当金 

製品の返品による損失に備えるた

め、法人税法の規定（売掛金基準）に

基づく繰入限度相当額を計上しており

ます。 

なお、当期の繰入額及び残高はあり

ません。 

(4）返品調整引当金 

同左 

  

８．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

９．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。なお、金利スワップについては、

特例処理の要件を満たしている場合は

特例処理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ取引 

ヘッジ対象…借入金 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

 当社の社内規定に基づき、相場変動

リスク及びキャッシュ・フロー変動リ

スクをヘッジしております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変

動の累計または相場変動と、ヘッジ手

段のキャッシュ・フロー変動の累計ま

たは相場変動とを半期ごとに比較し、

その変動額の比率によって有効性を評

価しております。 

 ただし、特例処理によっている金利

スワップについては、有効性の評価を

省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

10．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から３

か月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

同左 

11．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1) 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 



会計方針の変更 

追加情報  

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

  

   （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は2,484,342千円

であります。 

  なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当事業年度から「法人事業税における外形

標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取

扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及び資本割

については、販売費及び一般管理費に計上しております。

 この結果、販売費及び一般管理費が12百万円増加し、営

業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、それぞれ12百

万円減少しております。 

────── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成17年９月30日） 

当事業年度 
（平成18年９月30日） 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

（担保に供している資産） 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

（担保に供している資産） 

  （千円）

建物 342,513 

土地 477,045 

計 819,559 

  （千円）

建物 315,470 

土地 477,045 

計 792,515 

（上記に対応する債務） （上記に対応する債務） 

１年以内返済予定長期借

入金 

233,596 

長期借入金 57,030 

計 290,626 

１年以内返済予定長期借

入金 

107,030 

長期借入金 － 

計 107,030 

※２．会社が発行する株式及び発行済株式の総数 ―――――― 

授権株式数 普通株式 11,460株

発行済株式総数 普通株式 3,885株

 

※３．特別償却準備金は租税特別措置法の規定に基づく

積立額であります。 

※３．特別償却準備金は租税特別措置法の規定に基づく

積立額であります。 

 ４．当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約 

  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行 

10行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結

している。 

 当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミット

メントに係る借入金未実行残高等は次のとおりである。 

  （千円）

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額   

2,100,000 

貸出実行残高 645,000 

差引額 1,455,000 

 ４．当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約 

  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行 

8行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結し

ている。 

 当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミット

メントに係る借入金未実行残高等は次のとおりである。 

  （千円）

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額  

2,000,000 

貸出実行残高 － 

差引額 2,000,000 

 ５．配当制限 

  商法施行規則第124条第３号の規定により、配当に充当

することが制限されている金額は1,547千円であります。

―――――― 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

※１．他勘定振替高について 

 製品・商品の評価損及び広告宣伝費に振替えた額

等であります。 

※１．他勘定振替高について 

 製品・商品の評価損及び広告宣伝費に振替えた額

等であります。 

※２．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※２．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

  （千円）

建物 3,814 

  （千円）

建物 7,851 

構築物 9,375 

器具備品 2,809 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 （注）普通株式の増加135株は、新株予約権（ストックオプション）の行使によるものです。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式     

普通株式 3,885 135 － 4,020 

合計 3,885 135 － 4,020 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成17年12月22日 

定時株主総会 
普通株式 7,770 2,000 平成17年９月30日 平成17年12月22日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年12月22日 

定時株主総会 
普通株式 8,040 利益剰余金 2,000 平成18年９月30日 平成18年12月25日

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

(1）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

(1）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） 

  （千円）

現金及び預金勘定 865,834 

預入期間が３か月を超える定期預金 △11,000 

現金及び現金同等物 854,834 

  （千円）

現金及び預金勘定 924,795 

預入期間が３か月を超える定期預金 △12,500 

現金及び現金同等物 912,295 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

車両運搬具 － － －

器具備品 441,790 161,119 280,670

無形固定資産 63,013 22,965 40,048

合計 504,803 184,085 320,718

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

車両運搬具 － － －

器具備品 462,985 254,173 208,811

無形固定資産 76,577 37,829 38,748

合計 539,562 292,003 247,559

（2）未経過リース料期末残高相当額 （2）未経過リース料期末残高相当額 

  （千円）

１年内 102,230 

１年超 224,593 

合計 326,824 

  （千円）

１年内 104,646 

１年超 148,347 

合計 252,993 

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

  （千円）

支払リース料 109,836 

減価償却費相当額 102,168 

支払利息相当額 7,432 

  （千円）

支払リース料 111,898 

減価償却費相当額 108,990 

支払利息相当額 5,629 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっています。 

（5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料  未経過リース料  

  （千円）

１年内 2,302 

１年超 5,193 

合計 7,496 

  （千円）

１年内 2,711 

１年超 2,891 

合計 5,603 



（有価証券関係） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券 

  種類 

前事業年度（平成17年９月30日） 当事業年度（平成18年９月30日） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

るもの 

(1）株式 1,013 3,622 2,608 1,013 4,376 3,362 

(2）債券 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 1,013 3,622 2,608 1,013 4,376 3,362 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

ないもの 

(1）株式 － － － － － － 

(2）債券 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 － － － － － － 

合計 1,013 3,622 2,608 1,013 4,376 3,362 

種類 
前事業年度（平成17年９月30日） 当事業年度（平成18年９月30日） 

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券     

ＭＭＦ 40,003 40,031 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

前事業年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日） 

 すべてのデリバティブ取引について、ヘッジ会計を適用しているため該当事項はありません。 

当事業年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

 すべてのデリバティブ取引について、ヘッジ会計を適用しているため該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

(1）取引の内容 

 当社は、変動金利支払の借入金について金利スワッ

プ取引を利用しております。 

(1）取引の内容 

同左 

(2）取引に対する取組方針 

 金利スワップ取引については、変動金利借入金の残

高の範囲内で利用することとしており、投機的な取引

は行わない方針であります。 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

(3）取引の利用目的 

 金利スワップ取引については、変動金利借入金の将

来の金利上昇による変動リスクを回避する目的で利用

しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

 ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワ

ップについては、特例処理の要件を満たしている場合

は、特例処理を採用しております。 

(3）取引の利用目的 

同左 

 ヘッジ会計の方法 

同左 

 ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…金利スワップ取引 

 ヘッジ対象…借入金 

 ヘッジ手段とヘッジ対象 

 同左 

 ヘッジ方針 

 当社の社内規定に基づき、相場変動リスク及びキャ

ッシュ・フロー変動リスクをヘッジしております。 

 ヘッジ方針 

同左 

 ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計または

相場変動と、ヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の

累計または相場変動とを半期ごとに比較し、その変動

額の比率によって有効性を評価しております。 

 ただし、特例処理によっている金利スワップについ

ては、有効性の評価を省略しております。 

 ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）取引に係るリスクの内容 

 当社が利用している変動金利を固定金利化する金利

スワップ取引は、市場金利の変動によるリスクはな

く、また、信用度の高い国内の銀行との取引であるた

め、相手方の契約不履行によるリスクはほとんどない

と認識しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

同左 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の実行は財務担当で行っており、

取引の実施にあたっては、担当役員の決裁を得ており

ます。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

同左 



（退職給付関係） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

  退職金規定に基づく退職一時金制度を採用しておりま

す。 

１．採用している退職給付制度の概要 

  退職金規定に基づく退職一時金制度を採用しておりま

す。 

２．退職給付債務に関する事項 

  

  （千円）

退職給付債務 57,228

退職給付引当金 57,228

２．退職給付債務に関する事項 

  

  （千円）

退職給付債務 74,431

退職給付引当金 74,431

３．退職給付費用の内訳 ３．退職給付費用の内訳 

  （千円）

勤務費用 17,478

退職給付費用 17,478

  （千円）

勤務費用 19,791

退職給付費用 19,791

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 退職給付債務の計算に当たり、簡便法（自己都合退職

金要支給額の100％）を採用しているため、該当事項はあ

りません。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 退職給付債務の計算に当たり、簡便法（自己都合退職

金要支給額の100％）を採用しているため、該当事項はあ

りません。 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  （単位：千円）

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 9,250

未払事業所税 3,874

未払費用 1,017

製品評価損 21,617

賞与引当金繰入超過額 8,959

貸倒引当金繰入超過額 6,539

商品評価損 7,150

出資金評価損 406

小計 58,817

繰延税金負債（流動） －

差引 58,817

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金繰入超過額 22,645

投資有価証券評価損 1,562

貸倒引当金繰入額 4,064

その他 1,015

小計 29,287

繰延税金負債（固定）  

特別償却準備金 △327

その他有価証券評価差額金  △1,061

差引 27,898

繰延税金資産の合計 86,716

  （単位：千円）

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 9,866

未払事業所税 3,896

未払費用 1,320

製品評価損 30,547

固定資産除却損 6,936

賞与引当金繰入超過額 11,511

貸倒引当金繰入超過額 436

商品評価損 47,377

出資金評価損 406

小計 112,299

繰延税金負債（流動） －

差引 112,299

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金繰入超過額 30,285

投資有価証券評価損 1,562

貸倒引当金繰入額 11,632

その他 912

小計 44,393

繰延税金負債（固定）  

特別償却準備金 △281

その他有価証券評価差額金  △1,368

差引 42,744

繰延税金資産の合計 155,043

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  （単位：％）

法定実効税率 40.69 

（調整）   

住民税均等割等 9.71 

税率変更による影響 0.0 

その他 0.27 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
50.67 

  （単位：％）

法定実効税率 40.69 

（調整）   

住民税均等割等 8.93 

税率変更による影響 0.0 

その他 0.05 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
49.67 



（持分法損益等） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１株当たり純資産額 605,827.08円 

１株当たり当期純利益 15,187.44円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

 

14,921.62円 

  

１株当たり純資産額           617,995.52円 

１株当たり当期純利益          17,842.63円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

 

         17,797.13円 

  

  
前事業年度 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

損益計算書上の当期純利益（千円） 59,003 71,146 

普通株式に係る当期純利益（千円） 59,003 71,146 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式の期中平均株式数（株） 3,885 3,987 

  当期純利益調整額（千円） － － 

  潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた普通株式増加数の主要な内訳（株） 
    

   新株引受権 69 10 

  普通株式増加数（株） 69 10 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 

－ 

  

－ 

  



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

────── １．重要な設備投資 

 平成18年９月25日開催の取締役会において決議いたしま

した固定資産の取得について、平成18年11月28日に物件の

引渡しを受けております。 

 (1)新設の目的 

 当社は、東京都千代田区外神田三丁目ロック２ビルに

おいて延床面積360㎡の秋葉原既存店を営業しておりま

すが、秋葉原地域の商業環境発展に合わせて当社の商品

を網羅的に取り扱う総合店舗とするため、規模を拡大し

た新店舗を営業することを目的としております。 

 (2)取得物件の内容 

 (3)当該設備が営業活動に及ぼす影響 

 上記固定資産につきまして、建物は取り壊して新たに

当社の店舗用建物を建築し平成20年９月期において、取

得、営業を開始いたします。従いまして、上記の固定資

産取得が、平成18年９月期および新たな店舗用建物の建

築期間中に当たる平成19年９月期の当社業績に与える影

響は軽微であります。 

名  称： 神田ビル  

土地面積： 231.08㎡  

建物面積： 1,075.23㎡（延床面積） 

取得価額： 1,625,556千円  

所 在 地： 東京都千代田区神田三丁目61番の

１、２、３  



⑥【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）１． 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

２． 無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

㈱りそなホールディングス 12.363 4,376 

小計 12.363 4,376 

計 12.363 4,376 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証券 
その他有

価証券 

ダイワＭＭＦ 40,031,625 40,031 

小計 40,031,625 40,031 

計 40,031,625 40,031 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 1,484,506 6,206 11,708 1,479,004 746,887 80,091 732,116 

構築物 28,952 － 14,008 14,944 7,262 3,059 7,681 

車両運搬具 6,552 － － 6,552 6,224 － 327 

器具備品 511,144 9,131 6,930 513,344 432,460 23,108 80,884 

土地 577,486 － － 577,486 － － 577,486 

建設仮勘定 － 166,055 － 166,055 － － 166,055 

有形固定資産計 2,608,641 181,393 32,647 2,757,386 1,192,835 106,259 1,564,551 

無形固定資産               

電話加入権 － － － 2,788 － － 2,788 

ソフトウェア － － － 14,828 7,059 2,627 7,769 

無形固定資産計 － － － 17,617 7,059 2,627 10,558 

長期前払費用 25,117 2,732 12,605 15,244 8,946 8,784 6,298 

繰延資産               

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

   建物 増加額  中野店  2,989 うめだ 1,904 

   器具備品 増加額 中野店  8,226 渋谷 380 

   建設仮勘定 増加額 秋葉原店 162,555 佐原倉庫 3,500 



【社債明細表】 

 （注）１．（ ）書きは、１年以内の償還予定額であります。 

２．決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金及びその他の有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く。）の決算日後５年間の返済予定額

は以下のとおりであります。 

銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限 

第１回無担保社債  
平成年月日 

16.６.30 

42,500 

(7,500)

35,000 

(7,500)
0.19 なし  

平成年月日 

23.６.30 

第２回無担保社債  17.５.20 
100,000 

(－)

100,000 

(－)
0.87 なし  22.５.20 

合計 － 
142,500 

(7,500)

135,000 

(7,500)
－ － － 

１年以内（千円） 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

7,500 7,500 7,500 107,500 5,000 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 280,000 80,000 2.0 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 692,826 976,706 2.29 ― 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 1,803,910 1,865,441 2.39 平成19年～23年 

その他の有利子負債 

長期未払金（１年以内に返済予定のものを含む。） 
72,596 45,433 3.5 平成18年～21年 

計 2,849,332 2,967,580 ― ― 

  
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 847,796 746,205 257,240 14,200 

長期未払金 14,188 5,667 － － 



【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額（その他）は、法人税法の規定による洗替額であります。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 26,061 29,661 － 26,061 29,661 

賞与引当金 22,019 80,919 74,649 － 28,289 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

区分 金額（千円） 

現金 97,712 

預金の種類   

普通預金 732,442 

郵便振替貯金 44,156 

定期預金  42,500 

外貨預金 7,637 

別段預金  346 

小計 827,082 

合計 924,795 

相手先 金額（千円） 

㈱ディーシーカード 25,028 

㈱ジェーシービー 15,356 

三井住友カード㈱ 8,015 

日本出版販売㈱ 5,031 

㈱クレディセゾン 3,833 

ユーシーカード㈱ 3,501 

その他 15,773 

合計 76,541 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

66,407 907,323 897,189 76,541 92.14 28.75 



③ 商品 

④ 製品 

⑤ 仕掛品 

⑥ 貯蔵品 

２ 負債の部 

⑦ 買掛金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

品名 金額（千円） 

本 692,497 

ＴＯＹＳ 634,496 

同人誌 267,020 

その他 1,002,842 

合計 2,596,855 

品名 金額（千円） 

出版物 101,960 

その他 5,884 

合計 107,844 

品名 金額（千円） 

出版物 169 

合計 169 

品名 金額（千円） 

荷造包装用貯蔵品 12,449 

その他 9,992 

合計 22,441 

相手先 金額（千円） 

㈲プレスト・プリンティング・サポート 6,654 

㈲ジー・ステーション 2,962 

㈱星光堂 1,765 

査定金 2,731 

その他 16,505 

合計 30,619 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ９月３０日 

定時株主総会 １２月中 

基準日 ９月３０日 

株券の種類 １株券 

中間配当基準日 ３月３１日 

１単元の株式数 該当事項はありません 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 本店 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本支店、出張所 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 － 

株主名簿管理人 － 

取次所 － 

買取手数料 － 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第19期）（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月26日関東財務局長に提出。 

(2）半期報告書 

（第20期中）（自 平成17年10月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月27日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

    平成17年12月22日   

株式会社まんだらけ       

  取締役会 御中   

  優成監査法人   

  
代表社員
業務執行社員

  公認会計士 須永 真樹  印 

  公認会計士 堀口裕之事務所

      公認会計士 堀口 裕之  印 

 当監査法人並びに私は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社まんだらけの平成16年10月１日から平成17年９月30日までの第19期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人並びに私の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人並びに私は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人並びに私に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの

評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人並びに私は、監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人並びに私は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社まんだらけの平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員並びに私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別

途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成18年12月22日   

株式会社まんだらけ       

  取締役会 御中   

  優成監査法人   

  
代表社員
業務執行社員

  公認会計士 須永 真樹  印 

  公認会計士 堀口裕之事務所

      公認会計士 堀口 裕之  印 

 当監査法人並びに私は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社まんだらけの平成17年10月１日から平成18年９月30日までの第20期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人並びに私の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

 当監査法人並びに私は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人並びに私に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの

評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人並びに私は、監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人並びに私は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社まんだらけの平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

 重要な会計方針1.たな卸資産の評価基準及び評価方法に記載のとおり、会社はその他の商品の評価基準及び評価方法

を売価還元法による原価法から売価還元法による低価法に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員並びに私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別

途保管しております。 
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